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１．案件名 
国名  ：トルコ共和国 
案件名 ：リスク評価に基づく効果的な災害リスク管理のための能力開発プロジェクト 

The Project for Capacity Development toward Effective Disaster Risk Management in the 
Republic of Turkey 

２．事業の背景と必要性 
（1）当該国における防災･減災セクターの現状と課題 

トルコ共和国（以下「トルコ」）は、人口約 7,370 万人（2010 年、国家統計庁推定）、面積 78 万

km2（日本の約 2 倍）を有し、1 人当たりの GDP は 10,079 ドル（2010 年、国家統計庁）である。ト

ルコの大部分を占めるアナトリア半島は、北側のユーラシアプレート、南側のアフリカプレート及び

アラビアプレートの境界部に位置し、その他にもマイクロプレートが複数存在しているため、地震活

動が活発な地域にあり、トルコは世界有数の地震頻発国として知られている。特に、1999 年に発生

したトルコ北西部地震（マルマラ地震とデュズジェ地震の 2 回の地震の総称）は、約 2 万人の犠牲

者を出すなど甚大な被害をもたらし、我が国も様々な支援を行った。また、イスタンブール付近には

全長 1000 ㎞を超す北アナトリア断層が海底に存在しており、同断層は数百年間活動履歴がなく地震

発生のリスクが高まっている。この地域での地震は大都市への被害だけでなく津波による被害も懸念

されている。 
トルコでは防災対策は国家の主要課題の一つとされており、「第 9 次国家開発計画（2007-2013）」

において、「地域開発や都市計画における防災管理の確保」、「公共サービスとしての防災管理を行

う新しい組織の設置」等を含め、防災への取り組みを進めている。その防災管理を行う新しい組織と

して、2009 年に、首相府防災危機管理庁（AFAD：Disaster and Emergency Management Presidency）を

設置し、分野横断的に地震に備えるために、「国家地震戦略及び行動計画（UDSEP）（2012-2023）」

を取りまとめ、これに即した活動の推進を掲げている。このような状況の下、トルコ政府は我が国政

府に対し、統一された基準に基づく全国リスク評価実施のための、災害リスク管理基準およびガイド

ラインの策定を進める本技術協力プロジェクトを要請し、採択された。 
トルコでは、2009 年に制定された法律 5902 号（災害管理及び危機管理にかかる組織法：いわゆる

AFAD 設置法）では、自然災害のみならず産業災害や人為災害も対象に、分野横断的な取組みを通じ

て、災害に対して回復力のある地域づくりを進めていく必要がある、としている。しかしながら、対

策の優先順位づけ、構造物及び非構造物対策の設計、それら対策の費用対効果の検討に必要なリスク

評価の手法が統一されておらず、全国的なリスク評価が遂行されていない状況である。またリスク評

価に必要な資料やデータも関係省庁に分散しており、一元管理している機関は存在していない。 
AFAD はトルコ政府内で防災・災害対策の取りまとめ組織として位置づけられているものの、既存

の制度からの再編が思うように進んでおらず、本プロジェクトを通して、AFAD が全国統一的な基準

やガイドラインを整備することで、関係機関に対する調整能力や指導力の強化を期待することができ

る。 
また UDSEP は災害リスク管理の視点を各セクターでどう取り込むべきかを示したものであり、本

年７月に仙台で開催された「世界防災閣僚会議」においても、「『防災の主流化』がすべての公共政

策に必要であること」、「開発事業の中で『防災の主流化』を組み込んでいくこと」が総括されてお

り、UDSEP はこの『防災の主流化』の事例となりえるものである。 
ブルサ県は、人口 3.7 百万人を有し、北アナトリア断層上に位置しており、直下の断層破壊による

被害とマルマラ海底で発生する破壊によって引き起こされるであろう津波被害の両方に対して高い

リスクを抱えている。またイスタンブール、アンカラ、イズミールに次ぐトルコ第四の都市であり、

工場集積地及び観光地でもある。地震発生時の想定被害としては経済損失も少なくなく、その影響が

トルコ全土に及ぶと考えられ、対策を講じる必要性が高い地域である。 
 
（2）当該国における防災･減災セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

前述のとおり、トルコでは防災対策は国家の主要課題の一つとされており、「第 9 次国家開発計画
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(2007 年-2013 年)」以降、自然災害及び人為災害を含む災害リスク管理を一元的に行う機関として、

AFAD を設置した。AFAD は自然災害の中でも特に対策の優先度が高い地震を対象に UDSEP を省庁

横断的に作成し、活動の実施を進めているところである。また、あらゆる自然災害を対象にした国家

戦略も地震と同様に作成を始めているところである。国内事業の予算を司る開発省でもまた、UDSEP
に記載されている案件に対する予算配分を積極的に考えている状況である。 

本プロジェクトで作成されるリスク管理基準及びガイドラインによって、地域ごとの特性に合わせ

たより具体的な防災計画が作成されることが可能となり、効率的な実施へつながることが期待でき

る。 
 

（3）防災･減災セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 
外務省が策定する国別援助方針では、「環境改善」、「産業人材育成」、「格差是正」、「南南協

力支援」と並び、マルマラ地震以降に「防災・災害対策」を援助重点分野として位置づけている。過

去の防災分野での協力成果を集約し、日本に優位性の高い当該分野に対し、日本の経験を活用するこ

とを考えている。 
さらに、JICA においても、事業展開計画を基に、「環境改善」、「経済社会開発のための人材育

成」、「防災･災害対策」、「格差是正」、「南南協力支援」を援助重点分野としており、本プロジ

ェクトは「防災･災害対策」に位置づけられる。 
過去実施されてきた関連プロジェクトは下記の通り。 
� 技術協力「防災教育プロジェクト」（2011 年 1 月～2014 年 1 月） 
� 有償付帯技術協力「地震観測能力強化プロジェクト」（2010 年 2 月～2013 年 2 月） 
� 技術協力「地震被害抑制プロジェクト」（2005 年 8 月～2008 年 3 月） 
� 技術協力「災害･緊急時対策研修」（2003 年 7 月～2005 年 3 月） 
� 有償「イスタンブール長大橋耐震化事業」（2002 年円借款貸付契約締結） 
� 技術協力「災害対策・震災復興研修」（2001 年 7 月～2003 年 3 月） 
� 開発調査「イスタンブール地震防災計画基本調査」（2001 年 3 月～2002 年 11 月） 
� 技術協力「地震防災研究センタープロジェクト」（1993 年 4 月～2000 年 3 月） 

 
（4）他の援助機関の対応 

米国国際開発庁（USAID）：2001 年～2005 年 
マルマラ地域 5 県を中心に、教材開発、トレーナー訓練、一般向けの啓発活動などを実施した。 
アメリカ合衆国連邦緊急事態管理庁（FEMA：Federal Emergency Management Agency of the United 
States）との共同プロジェクトによってイスタンブール工科大学（ITU）に災害管理センター

（Disaster Management Center）を設立し、中央政府、県、市の職員、そして民間企業を対象とし

た防災研修を実施している。 
オランダ： 
オランダ政府は ITU に対して 50 万ユーロを支援し、ゼイティンブルヌ市での、都市再生プロ

ジェクトに関して、住民移転、住民対応、住民説明、住民意識向上などの調査を実施している。 
その他に現在防災･減災分野で活動中の援助機関は、トルコ赤新月社、欧州連合（以下、「EU」）、

国連開発計画（以下、「UNDP」）、世界銀行（以下、「WB」）がある。（この 4 機関につい

ては 3.（9）2）参照） 
 
３．事業概要 
（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
 本事業は、トルコ国全 81 県で実施されるべき災害リスク評価の品質管理に必要な災害リスク管理

基準および地域防災/減災計画策定ガイドラインをパイロット地域での試行も含めて作成することに

より、AFAD 及び AFAD ブルサ県支部の能力強化を図り、もってトルコ国における災害リスク管理

にかかる能力強化に寄与するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

アンカラ、ブルサ県 
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（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

中央レベル：首相府防災危機管理庁（AFAD）本部 
地方レベル：首相府防災危機管理庁（AFAD）ブルサ県支部 

ブルサ県（人口 3.7 百万人）  
 
（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 1 月～2016 年 12 月を予定（計 48 ヶ月）。 
 
（5）総事業費（日本側） 

約 4.5 億円（予定） 
 
（6）相手国側実施機関 

AFAD 本部、AFAD ブルサ県支部 
 
(7) 投入（インプット） 

1）日本側 
・専門家派遣 

長期専門家 
災害リスク管理      

短期専門家 
チーフアドバイザー（災害リスク管理/組織能力強化）   
災害リスク分析/評価（地震）      
津波解析        
災害リスク分析/評価（地すべり）     
災害リスク解析（人為災害）      
トレーニング/モニタリング  
ジェンダー/社会配慮     
業務調整        

・機材供与：GIS 用ソフトウェア 
・本邦研修：未定 
・トルコ国内研修：未定 
・在外事業強化費 
・国内支援委員会 
2）トルコ側 
・カウンターパートの配置 

プロジェクト責任者 
プロジェクトマネージャー 
カウンターパート（AFAD 本部、AFAD ブルサ県支部、ブルサ県庁） 

・施設･資機材･資料の提供 
活動に必要なオフィススペースと必要な資機材 
地形図、地質図、災害情報資料、プロジェクトに関連した技術報告書等 

・経費 
AFAD スタッフ経費 
専門家及びプロジェクトスタッフのための事務所スペースと光熱費 

・その他 
合同調整委員会（以下、「JCC」）の開催 
トルコ国内関連機関のコーディネーション体制の確立 
ワーキングーグループ（関連機関メンバーを含む） 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
1）環境社会配慮 
① カテゴリ分類：Ｃ 
② カテゴリ分類の根拠 
本事業では防災/減災計画策定というソフト面での技術協力を行うものであり、環境への影響等

はない。 
 

2）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減  
減災・防災計画作成時にはジェンダー、民族による不利益が生じないよう配慮されるべき。 

 
3）その他 
特になし。 

 
（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 
・（防災教育プロジェクト） 
  ブルサ県内のパイロット校 を活用し、本プロジェクトで策定される減災計画と学校防災計画

の連携及び促進を図る。 
・（マルマラ地域における地震･津波防災及び防災教育プロジェクト） 
  同プロジェクトで研究される地震･津波シュミレーションモデルや被害予測データのリスク評

価への活用や同プロジェクトにおけるトルコ国内研究者との協力強化による機関間の連携体

制の強化を図る。 
・（地震観測能力強化プロジェクト） 

同プロジェクトで行われた研修によって習得された知識･技術を本プロジェクトへ活用し、

AFAD の技術力向上を図る。 
 

2）他ドナー等の援助活動 
トルコ赤新月社：2007 年～2015 年 

AFAD及び諸大学と共同でのコミュニティ防災プロジェクト（2007年～2015年）を実施し、防

災コミュニティリーダーを育成するとともに副読本や教授法マニュアルなどの教材作成も行

っている。また、AFADとの間でCluster Approach System構築（関連機関の間のパートナーシッ

プ構築）にかかる協力協定締結を準備中である。AFADの災害･緊急事態調整委員会及び地震

諮問委員会の公式メンバーでもある。 
EU 

2011年10月23日に発生したワン震災の時には、EU諸国とトルコ国との二国間協力のコーディ

ネーターの役割を果たし、AFADと一緒に地震3日後に現地の災害アセスメントを行った。現

時点でAFADとのプロジェクトは具体化されていないが、今後、災害管理分野において協力プ

ロジェクトを形成する可能性が高い。 
UNDP 

EU のファンドによるトルコを含む 7 か国を対象に災害リスクマネジメントの地域プログラム

を実施中。災害リスク管理に関わる 7 か国の関係者の能力向上を目標としている。災害に関し

て各国の認識を共通にするために、ＷＳを通して現在各国間で解釈が異なっている関連専門用

語（ハザードとは何か、災害とは何か等）の Terminology 解説集を作成予定。本用語集とプロ

ジェクトで策定するガイドラインは整合性を図らねばならない。 
AFAD ではキャパシティ･ディベロップメントが必要であるとの認識を示しているが、過去

UNDP が実施した「IPA Beneficiary Needs Assessment」プロジェクトによるレポートが組織改

変により、活用されきらないままとなっており、現時点で具体的なプロジェクト計画はない。 
世界銀行（WB） 

イスタンブールで将来発生すると予想されている地震による社会的・経済的影響を削減するこ

とを目的とした ISMEP（Istanbul Seismic Risk Mitigation and Emergency Preparedness）プロジェ
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クト（総額 4 億ユーロ）を実施中。 
ISMEP プロジェクトによる調査結果に基づき、EIB（European Investment Bank）とイスラム開

発銀行が 12 億ユーロを投入し、1000 のビルを建設予定である（学校、病院、シェルター等）。 
AFAD からは、ISMEP プロジェクトを他の地域への普及を要請が出されており、他の地域へ

の展開方法について協議中。今年度中に計画が決まる予定であるが、事業概要は災害危険県に

おいて地震アセスメントを行い、それに基づくプライオリティに従って建築物への投資を行

う、というものとなる見込み。 
 

４．協力の枠組み 
（1）協力概要 

1）上位目標：トルコ全国において、リスク評価を通した災害リスク管理が適切に実施される。 
指標：AFAD 職員が、関係省庁と県との連携のもと、災害リスク管理活動を実施する能力を得る。 
 

2）プロジェクト目標：AFAD 本部と AFAD ブルサ県支部の災害リスク管理のための能力が向上さ

れる。 
指標：ガイドラインが公式に AFAD によって承認される。 

作成されたブルサ県減災計画に記載された活動のいくつかが開始される。 
 

3）成果及び活動 
成果 1：AFAD 地方事務所が使用する地震・津波及びその両災害に起因する災害に対するリスク評

価及び減災計画策定にかかるガイドライン（案）が作成される。 
指標：ガイドライン（案）が JCC で承認される。 
活動 1-1：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD がリスク評価、減災計画、また日本の経験お

よび教訓を紹介するセミナーを開催する。 
活動 1-2：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD が関係省庁･機関から有効・機能的な協力体

を構築するため、リスク評価、減災計画を行う際の役割分担を明確に示す。 
活動 1-3：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD がトルコ側の現状及びニーズを踏まえて、リ

スク評価及び減災計画のコンセプトを明確にする。 
活動 1-4：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD が関係省庁･機関（活動 1-2）の協力を得て、

リスク評価および減災計画のコンセプト（活動 1-3）を基にガイドライン作成準備ワー

キンググループを設立する。 
活動 1-5：JICA 専門家チームの協力により、ワーキンググループがリスク評価及び減災計画コンセ

プト（活動 1-3）に基づき、ガイドラインの内容について審査する。 
活動 1-6：JICA 専門家チームの協力により、ワーキンググループが災害リスク評価及び減災計画の

ガイドライン（案）を準備する。 
 

成果 2：ブルサ県において、ガイドライン（案）に沿ったリスク評価及び減災計画が策定される。 
指標：ブルサ県でのリスク評価及び減災計画が AFAD 本部及び AFAD ブルサ県支部の部局長間で

承認される。 
活動 2-1：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD がブルサ県におけるリスク評価及び減災計画

策定のためにブルサ県の関係機関を含めたブルサ県ワーキンググループを設立する。 
活動 2-2；JICA 専門家チームとの協力により、ワーキンググループがガイドライン（案）（活動

1-6）に基づく、リスク評価及び減災計画の基本コンセプトを最終確認する。 
活動 2-3：JICA 専門家チームとの協力により、ブルサ県ワーキンググループがブルサ県減災計画策

定のために必要となるデータ及び手法等について収集する。 
活動 2-4：JICA 専門家チームとの協力により、ブルサ県ワーキンググループがガイドライン（案）

を用いてリスク評価を実施する。 
活動 2-5：JICA 専門家チームとの協力により、ブルサ県ワーキンググループがガイドライン（案）

を用いて減災計画を策定する。 
活動 2-6：JICA 専門家チームとの協力により、ブルサ県ワーキンググループがブルサ県減災計画制
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定を通して得られた知見･教訓を生かして、ガイドライン（案）にフィードバックする。 
 

成果 3：全国標準となるガイドライン及びリスク評価に係る持続的普及体制が整備される。 
指標 3-1：ガイドラインの承認プロセスが確立される。 
指標 3-2：＊＊以上の AFAD 本部職員および AFAD 各県支部長メンバーがガイドラインを十分に理

解するためにトレーニングを受講する。 
指標 3-3：AFAD 本部職員が災害リスク管理活動を実施するために関係省庁及びブルサ県との調整

能力（連絡委員会の開催など）が向上される。 
活動 3-1：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD 本部が関係省庁･機関の責任分担に合わせて

ガイドラインの承認及び改定プロセスを決定する。 
活動 3-2：ブルサ県でのパイロットプロジェクトの成果及び知見を基に、JICA 専門家チームとの協

力により、AFAD がガイドラインの全国普及のために AFAD 各県職員及び市職員に対し

てトレーニングを実施する。 
活動 3-3：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD 本部がトルコ全国で、あらゆる災害種に活用

できる減災計画策定のためのワークショップを開催する。 
活動 3-4：JICA 専門家チームとの協力により、AFAD 本部が AFAD 各県の部局長で監理できるよ

うにデータ収集、リスク評価及び減災計画の構想/システムを確立する。 
活動 3-5：関係する市等の自治体における災害リスク評価減災計画に基づき、AFAD 本部が自治体

へのサポート体制を検討する。 
 

4）プロジェクト実施上の留意点 
①関係機関との調整 

トルコでは、リスク評価に必要な資料やデータが関係省庁に分散しており、またステークホル

ダーも多い。法律によって AFAD が取りまとめ機関として定義されているが、調整機関として

の能力はまだ備えられていないのが実情である。本プロジェクトの活動実施に当たっては既存デ

ータの活用を前提とし、AFAD と関係機関との調整枠組みを確立する取り組みにつながるよう配

慮する。 
②トルコ国の予算面から見た自立発展性の確保 

「国家地震戦略及び行動計画（UDSEP）」に含まれる活動に対する予算は開発省も積極的に

配分を検討している。トルコのような経済レベルの高い国においては、可能な限り、自立発展性

の観点からもトルコ国の予算を有効活用できるよう、予算年度に合わせた活動計画や開発省に対

する説明の徹底などを積極的に進めることを検討する。 
③トルコでの災害種 

トルコのように経済レベルの高い国での自然災害の発生は、直接被害に加え、サプライチェー

ン停止による経済被害等の間接被害も無視できない。可能な限り、災害リスク管理を主たる業務

としない関係機関に対しても、対策を講じることの重要性を理解してもらうような活動の工夫を

行うこととする。また、トルコ側が分類する 40 種類の災害種ごとのガイドライン作成を検討し

ているが、より現実を考慮し、因果関係にある災害種ごとにリスク評価が行えるような工夫も行

う。 
④防災の主流化 

パイロット活動を含む本プロジェクトは災害リスクを各セクターの活動計画で配慮していく

か、という『防災の主流化』に資する案件となるものである。特に本プロジェクトで作成するガ

イドライン、基準は地方政府によってその後使用され、各県の防災、開発計画に反映されること

が期待されている。こうした地域の特性を踏まえた計画作成プロセスは災害頻発地域であるなし

に関わらず重要であり、他国での参考事例となるよう、報告書作成時は教訓が整理されるよう配

慮する。 
 
（2）その他インパクト 

ブルサ県でのパイロットプロジェクトの成果としてブルサ県地域防災･減災計画が確立されること

になるが、その成果を、トルコの他 80 県においても展開させていく計画となっている。トルコ全体
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の防災･減災活動の実現に大きなインパクトを与え、UDSEP の実施に貢献することが見込まれる。ま

たそれにより地震も含めた全災害種についての国家行動計画の策定へ資することが期待できる。 
 
５．前提条件・外部条件（リスクコントロール） 
（1）事業実施のための前提 

地勢・地盤構造の変化によりトルコ国内で起こる災害がなくならない。 
（2）成果達成のための外部条件 

都市開発等による都市・人口の移動によって、トルコ国内における災害リスク評価を行う必要性

が減少しない。 
（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

プロジェクト活動の実施に必要な既存基礎データ等（地震マグニチュード、地質データ等）の利

用にあたって問題が生じない。 
（4）上位目標達成のための外部条件 

地勢・地盤構造の変化によりトルコ国内で起こる災害がなくならない。 
 
６．評価結果 
本事業は、トルコの防災･減災政策、防災･減災ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 
７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 
・過去の災害事例より導き出された教訓として、災害リスク、被災パターン、被害内容、被災後の影

響等は、男女間（及びコミュニティ内の構成員間）で異なることが多く、防災におけるジェンダー

視点の重要性が認識されている。したがって、ガイドライン（案）の策定に当たっては、ジェンダ

ーの視点からも分析し、男女の意見が計画・実施・モニタリング・評価の各段階に十分に反映され

るよう配慮する。また、パイロットプロジェクトとしてブルサ県で策定される地域防災･減災計画

の中にはインフラ整備事業等の実施も計画される可能性があるため、貧困･ジェンダー･環境等への

配慮を含めた計画となるよう注意が必要。 
・トルコ国では、現在、防災分野の技術協力プロジェクトが本案件も含めて 4 件実施中である。各案

件の成果を最大限に生かし、相乗効果を考慮した内容とする。 
 
８．今後の評価計画 
（1）今後の評価に用いる主な指標 
  ４．（１）のとおり。 
（2）今後の評価計画 
  事業開始 6 ヶ月以内  ベースライン調査（パイロットエリア及び AFAD スタッフ能力） 
  事業中間時点     中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前   終了時評価 
  事業終了 3 年後    事後評価 
 
 


